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特集１

こ
れ
ま
で
の
経
緯

平
成
七
年
に
本
県
で
発
生
し
た
少
女
暴
行
事
件

を
き
っ
か
け
に
、
日
米
地
位
協
定
の
改
定
を
求
め

る
世
論
の
大
き
な
動
き
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
れ
を

受
け
て
政
府
は
、
Ｓ
Ａ
Ｃ
Ｏ
（
沖
縄
に
関
す
る
特

別
行
動
委
員
会
）
や
日
米
合
同
委
員
会
で
検
討
を

行
い
、
日
米
合
同
委
員
会
合
意
に
よ
る
運
用
の
改

善
等
が
な
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
県
と
し
て
は
、
日
米
地
位
協

定
の
問
題
を
根
本
的
に
解
決
す
る
た
め
に
は
、
そ

の
運
用
改
善
で
は
限
界
が
あ
り
、
抜
本
的
見
直
し

が
必
要
と
考
え
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
平
成
十
二
年
八
月
、
日
米
両
政
府
に
対

し
十
一
項
目
に
わ
た
る
日
米
地
位
協
定
の
抜
本
的

見
直
し
を
要
請
し
ま
し
た
。

平
成
十
二
年
以
降
も
引
き
続
き
機
会
あ
る
毎

に
、
日
米
両
政
府
に
改
正
を
求
め
て
い
ま
す
が
、

政
府
は
運
用
改
善
に
よ
り
対
応
す
る
と
の
方
針
を

示
し
、
地
位
協
定
の
見
直
し
は
前
進
が
見
ら
れ
な

い
状
況
で
す
。

国
民
的
な
機
運
を
高
め
る
た
め
に

こ
の
よ
う
な
中
、
衆
議
院
外
務
委
員
会
、
全
国

知
事
会
、
全
国
都
道
府
県
議
会
議
長
会
、
日
本
弁

護
士
連
合
会
等
の
決
議
、
百
名
を
超
え
る
自
民
党

国
会
議
員
有
志
や
（
社
）
日
本
青
年
会
議
所
に
よ

る
日
米
地
位
協
定
の
見
直
し
に
関
す
る
取
り
組
み

な
ど
、
日
米
地
位
協
定
の
見
直
し
を
求
め
る
動
き

が
全
国
に
着
実
に
広
が
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。

県
と
し
て
は
、
日
米
地
位
協
定
の
問
題
は
米
軍

基
地
が
集
中
す
る
沖
縄
と
い
う
一
地
域
だ
け
の
問

題
で
は
な
く
、
我
が
国
の
外
交
・
安
全
保
障
や
国

民
の
生
命
・
財
産
・
生
活
等
に
つ
い
て
ど
う
考
え

る
か
と
い
う
極
め
て
国
民
的
な
問
題
で
あ
り
、
外

交
責
任
を
負
う
政
府
は
も
と
よ
り
、
地
方
公
共
団

体
、
国
民
一
人
一
人
が
自
ら
の
問
題
と
し
て
受
け

止
め
て
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

日
米
地
位
協
定
の
見
直
し
を
求
め
る
動
き
を
、

更
に
全
国
へ
広
げ
国
民
世
論
を
盛
り
上
げ
る
た

め
、
六
月
か
ら
、
米
軍
基
地
を
抱
え
る
主
要
な
十

四
都
道
県
で
構
成
す
る
渉
外
知
事
会
加
盟
の
都
道

県
の
議
会
議
長
及
び
知
事
へ
の
要
請
行
動
や
全
国

紙
へ
意
見
広
告
を
掲
載
す
る
計
画
を
は
じ
め
と
す

る
「
全
国
行
動
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
、
日
米
地
位

協
定
の
抜
本
的
見
直
し
に
向
け
た
取
り
組
み
を
行

う
こ
と
と
し
ま
し
た
。

沖
縄
県
と
し
て
は
、
こ
れ
ら
の
一
連
の
行
動
が

日
米
地
位
協
定
の
抜
本
的
見
直
し
の
実
現
に
向
け

て
さ
ら
な
る
前
進
に
つ
な
が
っ
て
い
く
も
の
と
考

え
て
い
ま
す
。

「全国行動プラン」で最初に訪問した北海道議会　神戸議長
への地位協定見直し協力要請を行う比嘉副知事。神戸議長は
「関係する委員会の皆さんとよく検討していきたい」と述べ、
協力する姿勢が示されました。 （６月４日）

東京都・石原知事と稲嶺知事の会談。石原知事も「半世紀が
たってなお改定しないのは誰が考えてもおかしい。大いに協力
して、日本の意思表示をしなければならない」と述べ、協力す
る姿勢を示しました。 （６月13日）

在沖米海兵隊上等兵による女性暴行致傷事
件について、県警の逮捕状発付の公表を受け、
記者会見を行う稲嶺知事。
知事は、被害者や家族への配慮をした上で
対応していくと述べました。また「全国行動
プラン」の中、こうした事件が起きたことに
ついての記者の質問に「見直しに向け、全国
各地を回っていることは沖縄側の強い意思
だ」とし、取り組みを強化していく考えを明
らかにしました。 （６月16日）

女性暴行致傷事件に関し
て県庁を訪れた在沖米軍ワ
レス・Ｃ・グレグソン四軍
調整官（中将）へ強く遺憾
の意を表明する稲嶺知事。
「極めて遺憾。県は事
件・事故の発生のたびに綱
紀粛正、再発防止を申し入
れているが、関係者の努力
は米軍で生かされていな
い」と強く抗議しました。
この後、県庁を訪れた新
藤義孝外務大臣政務官に対
しても事件の再発防止を強
く申し入れました。

（６月16日）


